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事 故 届 出 書  

  年  月  日 

 

東 京 都 知 事 殿 

住 所  

氏  名  
（法人名・代表者名） 

 
 
水質汚濁防止法第１４条の２第１項、第２項及び第３項の規定により、事故の状

況及び講じた措置について、次のとおり届け出ます。 

 

工場又は事業場の名称   

工場又は事業場の所在地   

 事故発見者の住所・氏名 
住 所  

氏 名  

事 

  

故 

  

状 

  

況 

事故発生の施設名  

  事故の発生日時       年  月  日    時  分 

事故の発生場所   

発生状況・程度 

（事故原因等） 

① 流出物質の種類  

② 事故原因   

講じた措置（応急措置） 
 

別 紙 の と お り 
 

事 故 処 理 担 当 部 課 名 

担 当 責 任 者 氏 名 

連絡先（夜間連絡方法）TEL 

 

 

 

備 考 欄 
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別 紙 

[事故の状況] 

１ 流出物質の種類及び量 

 ⑴ 有害物質、指定物質等の種類 

  （                                    ） 

 ⑵ 油の種類  

① 原油、② 重油、③ 潤滑油、④ 軽油、⑤ 灯油、⑥ 揮発油、⑦ 動植物油、 

⑧ その他（                               ） 

 ⑶ 流出量（                                ） 

 

２ 流出先 

  ① 河川（                                 ） 

  ② 湖沼（                                   ） 

  ③ 海域（                              地先 ） 

  ④ 地下への浸透（                               ） 

  ⑤ その他（                                  ） 

 

３ 事故発生施設からの流出経路 

 

 

 

 

 

 

４ 公共用水域又は地下水への影響 

  ① 被害有（                               ） 

  ② 被害のおそれ有（                           ） 
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５ 講じた措置 

 ⑴ 措置の開始及び完了年月日 

  ① 開始年月日      年  月  日    時  分 

  ② 完了年月日      年  月  日    時  分 

 

 ⑵ 措置の内容 

  ① 特定施設、指定施設又は貯油施設等への有害物質等の供給停止 

  ② オイルフェンスの設置 

  ③ オイルマットの敷設 

  ④ 油の回収 

  ⑤ 土嚢の積み上げ等 

  ⑥ 汚染土壌の除去 

  ⑦ その他 

 

 

 

６ 事故再発防止等の必要な措置 

 （連絡体制、監視の方法、設備の改善等について） 

 

 

 

 

 

 

＊添付図面 

 ① 有害物質、指定物質又は油等の流出経路 

  ア 事業場から公共用水域への流路 

  イ 事業場内における事故発生施設からの流路 

   （事業場平面図に明示） 

 ② 事故発生施設の構造図 

 ③ 講じた措置の概要を示す図 

 ④ その他 


